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ベステラはプラント解体工事の会社です
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会社概要

商 号 ベステラ 株式会社 / BESTERRA CO., LTD
BEST と TERRA(ラテン語で大地・地球の意)の合成語

事  業  内  容 プラント解体工事、その他関連事業

所  在  地

本                    社 ： 東京都江東区平野3-2-6 木場パークビル
千   葉 事 務 所 ： 千葉県市原市八幡海岸通1969-52
JFE千葉構内作業所 ： 千葉市中央区川崎町1
京   浜 事 務 所 ： 神奈川県川崎市川崎区台町13-10
倉   敷 事 務 所 ： 岡山県倉敷市水島西千鳥町1-33
西 日 本 事 務 所 ： 広島県福山市南手城町2-13-28
九   州 事 務 所 ： 福岡県北九州市小倉北区長浜町10-7 エムシード長浜

設  立 1974年2月20日
株式分布状況（2025年1月末現在）

資  本  金 843,176,321円（2025年１月末現在）

代 表 取 締 役 社 長 本田 豊（Yutaka Honda）

従業員数（連結） 228名 （2025年１月末現在）

※所有株比率は自己株式を控除して計算しています。
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				列1		株式数 カブシキスウ

		金融機関 キンユウキカン		7,949,400		196,300

		国内の法人 コクナイホウジン				1,332,900

		外国法人等 ガイコクホウジントウ				54,800

		個人 コジン		905,400		7,202,800

		従業員持株会 ジュウギョウインモカブカイ				68,000
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ビジネス コンセプト、沿革
つくった人には壊せない
プラントを壊すとき、つくった方は造ったときの逆をたどります。
私たちは、全く新しい視点でプラント解体を発想し、新たな技術・工法・特
許を生み出します。

プラント解体に特化したオンリーワン企業
高度な技術力を必要とする鋼構造物の「プラント解体工事に特化」し、日本
の基幹産業である製鉄、電力、ガス、石油などの高い安全性が必要なプラン
ト解体事業を展開してきました。

®

沿革

～解体を診る処～

2024年7月   DENZAI㈱とパートナーシップ提携
2022年12月 三谷産業㈱と業務提携
2022年9月   ㈱クラッソーネと業務提携
2022年4月   東証プライムへ移行
2018年9月   第一カッター興業㈱と業務提携

  7月   ㈱日立プラントコンストラクションと業務提携
2017年9月   東証一部上場
2015年9月   東証マザーズ上場
2010年4月   解体ロボット「りんご☆スター」開発
2004年7月   「リンゴ皮むき工法」の特許取得
1974年2月   「ベステラ株式会社」設立
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企業理念、行動規範

プロとしての責任を果たします。
我々は常に新しい技術を生み出し、「安全を何よりも優先」し、
「より早く、より安く、より安全に」を合言葉に、
さらに安心を加えて、お客様に提供します。

柔軟な発想と創造性、それを活かした技術力により地球環境に貢献します。

企業理念

行動規範

ガスホルダー（リンゴ皮むき工法） 火力発電所（リンゴ皮むき工法）
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ビジネス モデル（事業系統図）

施 主

元 請 会 社
（施主の子会社、プラント会社等）

外注先
（重機リース等）

外注先
（解体工事）

販売先
（スクラップ）

プラント解体の工法・技術の提供をコア・コン
ピタンスとしています。

（持たざる経営）
工事用重機や工事部隊を保有しません。
→資産保有リスクを回避
材料などの仕入・生産取引は存在しません。
→在庫リスクを回避

3

実際の解体工事は、外注先が行い、
当社は主に現場の監督・施工管理を行います。2

大型プラント解体の要の役割
エンジニアリング（提案・設計・施工計画）
マネジメント（監督・施工管理）

1

エンジニアリング
解体工法の提案･設計

（特許工法等）
発注

発注

マネジメント：設計・監督・施工管理

石油化学
電力分野
直接発注増
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潜在的な解体需要
（当社の市場）

建設後50年経過

建設投資額（名目値）の
推移

出展：国土交通省 「建設投資の推移」

（兆円）

解体市場の拡大
日本の解体市場は今後も加速度的に拡大すると推測されます。

プラントも同様に1960年代の高度成長期以降に建設された設備が急速に老朽化します

今後30年間で建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に増加します

自然エネルギーへの転換により、陸上風力発電設備等の解体・更新需要が増加します

2050年
カーボンニュー
トラル宣言

第７次エネル
ギー基本計画

再資源化事業等
高度化法案

更なる解体需要の
加速を後押し
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プラント業界に対する各種政策

1

（脱炭素化に向けた設備の廃止措置）
2050年 カーボンニュートラル宣言
日本は温室効果ガスの排出実質ゼロ（カーボンニュートラル）、  
さらには過去に大気中に排出されたCO2の削減（ビヨンド・ゼロ）
をかかげています。運輸、製造業、電力業界をはじめとする様々な
業界で技術革新が促され、税制面でも企業に対して強力な後押しが
なされるとのことです。

2

（政府のエネルギー関連政策）
「第７次エネルギー基本計画」の閣議決定
政府は、温暖化対策に関する国際的な枠組み「パリ協定」を受けて、
「第7次エネルギー基本計画」を作成し、2030年のエネルギーミックス
水準実現を目指します。
３Ｅ＋Ｓ（自給率、コスト、温室効果ガス排出量、安全性）の原則
の下に、発電設備の総合的な見直しを推進しています。

様々な設備の刷新が
行われ、解体市場の
拡大が予想されます

発電所の解体工事が
多くなり、当社の市
場が拡大すると予想

されます

政府も高効率化に向けたプラント業界の再編や再構築を推進しています。
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再資源化事業等高度化法案の施行
2025年２月１日から「再資源化事業等高度化法」が一部施行となりました。今後、
鉄鋼・化学業界などで設備更新に伴う一層の解体需要増加が期待できるほか、脱炭
素分野に関して強みを持つ当社の活躍の場が広がることが予想されます。
①再資源化事業等高度化法案の目的

効率的な再資源化の実施、温室効果ガス排出量の削減の効果が高い資源循環の促進を図る
2030年までに循環経済関連ビジネス市場規模を現在の約50兆円から80兆円以上へ拡大
②当社への影響
●補助金活用による顧客の設備投資促進→既存設備の解体（GX経済移行債→10年間で発行総額20兆円規模を予定）
●脱炭素・資源再利用に強みを持つ当社の工法・取組みの評価向上
●サーキュラーエコノミーの市場規模拡大によるビジネスチャンス増加
GX経済移行債による補助金採択例 環境に配慮した当社の取組み例（風車解体）

転倒工法（特許取得済）

従来の工法に比べ
CO２排出量が約40％削減
コスト約45％削減

風車のブレードは、従来、
処理困難物として全て埋立
処分されていました。
当社では 新たなスキーム
で再資源化を行い、解体後
のブレードを100％リサイ
クルしています。

政府支援採択事業者
投資予定額

（政府支援上限額） 採択事業

JFEスチール 西日本製鉄所
（倉敷地区）

3,294億円
(1,045億円)

高炉→電炉
への転換

日本製鉄
九州・瀬戸内・山口製鉄所

8,687億円
(2,514 億円)

高炉→電炉
への転換

日本製紙 石巻工場 555億円
(183億円)

石炭→
バイオマスボイラ

への転換

出典：各社発表資料より
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プラント業界の動向

電力

製鉄

資源エネルギー庁が発表した第7次エネルギー基本計画では2040年までに、再生
可能エネルギーの割合を40～50％に拡大し、火力発電の割合を30～40％に抑制
することを目指しています。エネルギー安定供給と脱炭素を両立する観点から、
主力電源として脱炭素効果の高い再生可能エネルギーを最大限導入し、火力発電
は非効率な石炭火力を中心に発電量を減らしていく方針です。

国内需要の変化や環境対策の必要性から、設備の再編が進められています。
国内の鉄鋼需要は景気の低迷や人口減少、アジア地域の製鉄業の発展などにより
減少しています。また、脱炭素化に向けて高炉の電炉転換や水素還元製鉄の研究
が進められており、設備の再編が急務となっております。

石油
石化

多くのコンビナートは高度経済成長期に建造されており、その多くは稼働年数が50年を
経過しています。エチレンプラントは特に需要や稼働率の低下を受け、複数の企業が設
備再編を検討しています。千葉エリアでは丸善石油化学と住友化学、出光興産と三井化
学がそれぞれ設備集約の意向を示しています。水島エリアでは旭化成と三菱ケミカルに
よる生産体制最適化が予定されています。

国内では2024年末2,720基あり、ほとんどが陸上型ですが、今後、大型の洋上型風力へ
シフトしていくことが想定されております。
また、陸上型の耐用年数は15～20年程である上、FIT（固定価格買取制度）の買取期間
が20年であることから解体需要の急増が予想されます。さらに、落雷・台風などにより
破損や致命的な故障が起きて解体が必要となっている機体も相当数発生していると想定
されます。

風力

年間7,000億円～１兆円の解体市場を想定プラント解体市場
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電力業界の動向  

資源エネルギー庁が発表した第7次エネルギー基本計画で
は2040年までに、再生可能エネルギーの割合を40～50％
に拡大し、火力発電の割合を30～40％に抑制することを目
指しています。
エネルギー安定供給と脱炭素を両立する観点から、主力電源とし
て脱炭素効果の高い再生可能エネルギーを最大限導入し、火力発
電は非効率な石炭火力を中心に発電量を減らしていく方針です。

J-POWER ：松島火力…2024年度末廃止 高砂火力…2028年度廃止
  竹原・松浦火力…休廃止 or 予備電源化予定

JERA  ：鹿島火力発電所1～6号機…2023年3月廃止
  非効率石炭火力を2030年までに全台停廃止

中国電力   ：下松発電所(2号機)…2023年1月廃止 水島発電所…2023年4月廃止
  下関発電所(1・2号機)…2024年1月廃止

この他にも、東北電力や九州電力、四国電力など複数社で火力発電所が廃止予定です。

主な火力発電所の廃止予定

再稼働 ：13基
設置変更許可 ：4基
審査中 ：9基
廃炉 ：24基

原子力

出典：資源エネルギー庁 エネルギー基本計画の概要

2023年度実績

2030年度目標

2040年度見通し

火力 原子力 再エネ

出典：各社発表資料より
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				火力 カリョク		原子力 ゲンシリョク		再エネ サイ		列1		列2		列3

		2040年度見通し ネンドミトオ		35		20		45

		2030年度実績 ネンドジッセキ		42		20		38

		2023年度実績 ネンドジッセキ		68.6		8.5		22.9
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製鉄業界の動向 

国内需要の変化や環境対策の必要性から、設備の再編が進め
られています。
国内の鉄鋼需要は景気の低迷や人口減少、海外の製鉄業の発展など
により減少しています。また、脱炭素化に向けて高炉の電炉転換や
水素還元製鉄の研究が進められており、設備の再編が急務となって
おります。

カーボンニュートラルの実現に向けて低燃費自動
車や高効率発電設備の需要が高まっており、各社
が高機能鋼材の生産に力を入れております。その
ため、今後生産設備の再編や更新が見込まれます。

日本製鉄   ：設備の効率化・先鋭化に向け36の
  生産設備を休止

JFEスチール：無方向性電磁鋼鈑の製造設備増強

高機能鋼材の需要拡大
電炉転換
日本製鉄   ：八幡地区…高炉から電炉へ転換

  広畑地区…電炉増設
JFEスチール：倉敷地区の高炉1基を大型電炉へ

  転換

水素還元製鉄
日本製鉄   ：2024年11月から12月に実施し

 た試験においてCO2排出43％削減

鉄鋼製造における脱炭素化

粗鋼生産実績

単位：千トン

出典：(一財)日本鉄鋼連盟
各社発表資料より
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				生産量 セイサンリョウ		列1		列2

		2000年		106,901

		2005年		112,718

		2010年		110,793

		2015年		104,229

		2020年		82,793

		2024年		84,008







Copyright © BESTERRA CO., LTD All rights reserved. 13

石油・石油化学業界の動向

出典：経済産業省
石油化学工業協会
プラスチック循環利用協会

石油化学製品のうち60%をプラス
チックが占めていますが、近年で
は環境への配慮を背景に、プラス
チックの生産量は低下傾向にあり
ます。こうしたことからも、プラ
ント設備の縮小が予測されます。

石油化学コンビナートの老朽化や、国内における需要の変化を
背景としたエチレン設備の縮小などに伴い、設備の統廃合が進
んでおります。

コンビナートの中でも、エチレンプラントは特に需要や稼働率の低
下を受け、複数の企業が設備再編を検討しています。千葉エリアで
は丸善石油化学と住友化学、出光興産と三井化学がそれぞれ設備集
約の意向を示しています。水島エリアでは旭化成と三菱ケミカルに
よる生産体制最適化が予定されています。

多くのコンビナートは高度経済成長期に建造されており、その多くは
稼働年数が50年を経過しています。そうした設備の再編や統廃合に
より、プラント解体の需要は高まっております。

プラスチック需要の変化

エチレンプラントの統廃合8,000

7,000

6,000

5,000

7613
7018

5942

5316

2000年 2010年 2020年 2023年

エチレン生産実績単位：千トン

2000年代をピー
クに減少が続く
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その他製造業界の動向
デジタル化や電気自動車関連の需要増加に伴い設備投資の
増加や再編の動きが活発化しています。
AI活用やデジタル化の関心が高まり需要が拡大している一方、製
紙業界や一部製造業で需要が縮小傾向となっています。

紙、板紙の国内需要は減少傾向にあり、複数の
企業で生産設備の再編や閉鎖の動きがみられま
す。
日本製紙㈱：一部生産設備を2025年内に停機
王子HD   ：富士宮工場を2026年1月閉鎖予定

製紙業界

出典：日本政策投資銀行
日本製紙連合会

設備投資の増減率

経産省は2035年までに新車販売100％電動化する
目標を掲げており、ハイブリッド車・電気自動車
の普及率は増加傾向にある一方、自動車の生産量
は減少傾向にあります。

自動車産業

保有台数推移

ハイブリッド車
■ 電気自動車 各企業ではAIの活用やデジタル化に力を入れて

おり、半導体製造設備の刷新や能力増強投資が
拡大しており、半導体製造装置の生産量が増加
しています。

半導体

10  15  20  24

前年比、％

年度(一財)自動車検査登録情報協会

紙・板紙内需推移

00    05    10     15    20  23 年

千トン

千台
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プラント解体業界の競合について

プラント解体（鋼構造物、プラント設備）

企
業
規
模

小

企
業
規
模

大

一般解体（コンクリートビル、一般家屋）

大
手
ゼ
ネ
コ
ン

エ
ン
ジ
ニ
ア

リ
ン
グ
大
手

プラント解体の専門性を高めることが差別化されたポジションに繋がります。

プラント解体の専門性

安全水準

施工管理施工計画作成

対象物の素材理解

製造プロセス理解 重量物取扱

2016年に建設業許可業種「解体工事業」が新設され
て以来、その許可業者数は大幅に増加しています。
「解体工事業」の建設業許可業者数
2016年3月末：29,335
2017年3月末：43,186
2021年3月末：60,926
2023年3月末：約65,800（前年同月比2,447増加）
2024年3月末：約68,200（前年同月比2,387増加）
毎年2,000社以上のペースで増加し続けています。
これは、高度経済成長期に建てられた建築物の老朽
化や、空き家対策の進展により解体工事の需要が高
まっていることが背景にあります。

当
社

他
業
種
参
入

プ
ラ
ン
ト

参
入
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プラント業界の変化に対する当社の強み

脱炭素化社会へのシフト

社会資本の老朽化
少子高齢化による内需の縮小

原発の再稼働

分離発注の増大

情報化施工への対応

脱炭素に配慮した工事への
新たなニーズ

（環境配慮、再資源化率等）

事業環境（業界）

考慮すべき外部環境

事業環境（国内）
当社の強み

プラント専業としての
ポジション優位性
豊富な工事実績

技術力
脱炭素解体🄬🄬、特許工法、
技術開発、DXへの取り組み

→持たざる経営

信用力
解体専門工事会社のニーズに

対応できる健全な企業力

プラント解体トータルマネジメント
工法提案、環境関連法規制等の対応、
有価物の購買力、産廃の適正処理、

施工会社の動員力等

業務提携効果
静脈産業全体へのソリューション力
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2016年
１月期

2017年
１月期

2018年
１月期

2019年
１月期

2020年
１月期

2021年
１月期

2022年
１月期

2023年
１月期

2024年
１月期

2025年
１月期

2026年
１月期
見込

売上高
百万円 3,846 4,182 4,496 4,927 3,436 3,682 5,966 5,458 9,394 10,897 12,000

営業利益
百万円 447 397 386 497 93 124 488 ▲215 246 373 700

営業利益率
 ％

11.6 9.5 8.6 10.1 2.7 3.4 8.2 － 2.6 3.4 5.8

当期純利益
百万円

292 271 263 621 59 142 1,391 ▲64 231 409 550

ROE  
％ 18.4 12.8 11.7 23.8 2.3 5.6 40.6 ▲1.5 5.5 9.2 11.0

PER   
倍 24.0 67.6 65.9 18.7 163.4 96.2 7.7 － 39.2 20.8 －

PBR   
倍 4.1 8.4 7.5 4.4 3.9 5.3 2.6 1.9 2.2 1.8 －

期末株価   
円 1,030 2,220 2,089 1,407 1,191 1,668 1,269 916 1,023 964 －

各指標の推移

2023年１月期は、経営体制変更に伴う一過性の費用（役員退職慰労金の支給）に伴い営業損失✓

単体決算 連結決算 新経営体制



Copyright © BESTERRA CO., LTD All rights reserved. 18

10,000

0

12,500

7,500

5,000

2,500
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単位：人単位：百万円 売上高と工事監督数

2026年
1月期計画

12,000

100

50

25

0

75

150

2022年
1月期

44

2024年
1月期

63

125

2020年
1月期

3,436

37

2021年
1月期

39

3,682

929,394

5,458

2023年
1月期

50

2025年
1月期

80

10,897

工事監督数（新計画）

人員計画
工事監督の採用を積極的に進め、将来への投資とします。採用体制強化に向けた
採用担当者の増員、女性の採用拡大によるダイバーシティの推進に取り組みます。

5,966

56

68

工事監督数（当初計画）

77

62
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持続的に事業成長可能な年齢構成
当社の年齢構成は20代～30代が半数以上を占め、持続的に事業成長可能な人員構成となっ
ております。今後も工事監督の採用を積極的に進めるとともに、女性や海外人材などの採
用拡大によるダイバーシティの推進にも取り組みます。

当社の定年後再雇用制度

・定年前の給与を100％維持
・契約社員として65歳までの

雇用を保障
・65歳以降も希望者は働き続け  

ることが可能
・出張の有無、勤務日数、勤務      

時間等の働き方の希望を考慮

・組織長だった社員は役職を  
外れて次世代にポストを譲り
組織の新陳代謝を促進

・ベテランから新入社員へ、
技術継承を図るための
教育プログラムを拡充※ベステラ：2025年4月30日現在

※建設業平均：2024総務省労働力調査

建設業平均 ベステラ

60代～

50代

40代

30代

20代

年齢別就業者数

  12%

19%

20%

29%

20%

26%

25%

23%

15%

11%  28％

12％

7％

8％

18％20％

21％

24％

26％

20％
全従業員数の約50％

が20～30代※うち女性比率
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ガスホルダーや石油タンク等の球形貯槽の解体において、リンゴの皮をむいていくように、
外郭天井部の中心から渦巻状に切断するリンゴ皮むき工法をはじめ、環境に配慮した多彩な
解体工法で、さまざまなプラントを解体します。

工期、コスト、安全性に優れ、競合優位性の高い解体工事を提供します。

ベステラの脱炭素解体🄬🄬
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技術特許一覧
取得済み特許

タンク

大型球形貯槽の解体方法及びこれに用いるジャッキ機構
大型球形貯槽の切断解体方法
大型貯槽の切断解体方法
大型貯槽の解体方法
大型貯槽の解体方法（リンゴ皮むき工法の改良特許）
※図1

ボイラ

ボイラの解体方法
ボイラ及び支持構造物の解体方法 ※図2
ボイラ解体方法
ボイラの解体方法
H鋼支持システム及びそれを用いた建造物の解体方法

煙突

煙突解体用足場装置及びその装置を用いた煙突解体方法
鉄塔支持形煙突構造物の倒し方法
集合型煙突解体用足場装置およびその装置を用いた集合
形煙突の解体方法（国際出願）

クレーン ゴライアスクレーンの解体方法

３D

三次元画像表示システム、三次元画像表示装置、三次元画
像表示方法及びプラント設備の三次元画像表示システム
パトロール作業用ロボット及びパトロール作業用ロボッ
トを用いた警報システム

変圧器
トランス解体方法並びにトランス解体用冶具、及びトラ
ンス解体用切断装置                                            
（㈱日立プラントコンストラクションとの共同出願）

風車

発電用風車の倒し方法
基礎部を活用した塔状建造物の倒し方法
塔型風力発電設備の解体方法（3件）
洋上塔型風力発電設備の解体方法
塔型風力発電設備の解体におけるブレードの降ろし方法

取得済み特許

その他

塔状構築物の解体工法及び装置
熱風炉の蓄熱炉の倒し方法
磁気吸着車両の群移動体（共同出願・ロボット群龍）
配管の閉塞方法及び配管の切断方法
（中国電力㈱との共同出願）
土壌浄化システム及び土壌浄化方法
（中国電力㈱との共同出願）
筒状構造物の解体方法及び解体システム
（㈱日立プラントコンストラクションとの共同出願）
排気筒解体方法                                             
（㈱日立プラントコンストラクションとの共同出願）
遠隔切断方法及び切断装置
（㈱日立プラントコンストラクションとの共同出願）

申請中
風車 コンクリート基礎および基部フランジを活用した塔状

構造物の転倒方法
煙突 ４本集合煙突転倒方法

その他
アンカーリングを転倒軸とする塔状構造物の転倒方法
PCB含有塗膜の無害化システム

®

※図1 大型貯槽の解体方法
（リンゴ皮むき工法） ※図2 ボイラ及び支持構造物の解体方法
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特殊なノウハウにより、大型の設備を、業界常識を超える厚みで切る事が可能となって
おります。また、本工法に使用する新たな切断刃の開発も行っています。
火気使用が限定されるプラント構内の解体作業や有害物質（ＰＣＢ）含有の変圧器  
（トランス）等の解体作業において需要が高く、今後は原子力発電所の廃炉においても
活用が期待できる工法となっております。

ベステラの無火気工法
火気を使用しない「無火気工法」により、数々の工事実績を重ねています。

大型電気機器大型変圧器（トランス）

無火気工法
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風力発電設備の解体需要増加、環境に配慮した自然エネルギー事業の拡大を背景に
、他社に先駆けて解体工法を特許として開発しました。秋田県、長崎県五島列島・
鷹島および鹿児島県牟礼岡などで転倒工法による解体を行いました。

発電用風車の容量と寿命

・世界での風力発電量は486,790MWで毎年約20％
の増加で推移し（陸上約340,000基、洋上約4,000
基）発電量の多い洋上型風力にシフトしております。

・国内でも同様に2021年末2,574基あり、ほとんど
が陸上型ですが洋上型風力へシフトしております。

・一方、陸上型の耐用年数は15～20年程である上、
FIT（固定価格買取制度）の買取期間が20年である
ことから解体需要の急増が予想されます。

・さらに、落雷・台風などにより破損や致命的な故障
が起きて解体が必要となっている機体も相当数発生
していると想定されます。

国内の風車導入・撤去実績

マトリョーシカ式工法 転倒工法 タワークレーン工法

風力発電設備解体



Copyright © BESTERRA CO., LTD All rights reserved. 24

風車解体におけるブレードの再利用

施主 解体工事会社 産業廃棄物
（ブレード）

ベステラ

ブレード解体 分解・裁断セメント原料

風車のブレードは、従来、処理困難物として全て埋立処分されていました。当社では 
新たなスキームで再資源化を行い、解体後のブレードを100％リサイクルしています。

従来スキーム

100％
リサイクル

ブレード 埋立処分

当社スキーム

破砕・圧縮

※風車のブレードは、樹脂で固めた複合材料が使用されています。
燃えにくく破砕しずらいため、通常は100％埋立処分されていますが、
当社では特殊技術等により100％リサイクルできています。
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脱炭素解体への取り組み①

■リンゴ皮むき工法
ガスホルダーや石油タンク等の球形貯槽の解体
において、リンゴの皮をむいていくように、外
郭天井部の中心から渦巻状に切断する工法

持続可能社会の実現（ＳＤＧｓ）に向けて、当社は環境面に配慮した解体工法を開発して
おります。自然エネルギー（重力）を利用することで、大型重機の使用を最小化し、高い
安全性の確保、工期短縮に伴うコスト、CO２排出量の大幅削減を実現しております。

従来工法 当社工法

■転倒工法
風力発電設備において、タワー基礎部（コンクリ
ート部分）を切断し、転倒する工法。転倒軸が明
確なため、転倒方向の正確なコントロールが可能

工期
約65％短縮

コト
30％削減

CO2排出量
約50％削減

コスト
約65％削減

燃料使用 自然エネルギー(重力)使用

工期
約10％短縮

コト
30％削減

CO2排出量
約40％削減

コスト
約45％削減

従来工法 当社工法

燃料使用 自然エネルギー(重力)使用

大型クレーン 大型クレーン
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脱炭素解体への取り組み②

■バイオ燃料 ■水素溶断

■アスベスト廃棄袋 ■養生シート

当社の解体工事現場では、ユーグレナ社のバイ
オ燃料「サステオ」を使用しています。解体工
事におけるCO2排出量の削減が期待できます。

解体現場で発生するアスベストの回収には、100％国
内産の廃プラスチックを再利用して作られたリサイク
ル袋を使用しています。

水素溶断での主な排出物は水蒸気です。水素溶断を行うこと
により、通常のガス溶断に比べ、解体現場でのCO2排出量を
減らすことが可能となります。

解体現場における環境工事
では、大量の養生シートが
使用されます。

（右図参照）また、最近ではパンフレットにQRコ
ードを印字したステッカーを貼付し
て配布しています。これを読み込む
と、CO2排出量削減の根拠となる資
料や計算式が閲覧でき、この廃棄袋
の効果の裏付けとなります。

廃棄袋同様に100％国内産の再生プラスチックを活用
した製品の開発を進めています。これにより環境負荷
を軽減し、持続可能な工事の実現を目指します。
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アスベスト除去技術と市場の取り込み
2022年４月１日よりアスベスト関連法令が改正され、建築物等の解体工事における
アスベスト飛散防止対策が強化されています。当社はアスベスト除去市場の拡大を
見込み、アスベスト除去の高度な技術を持つ㈱矢澤をグループ会社化しております。

主な改正内容と施行時期

令和3年4月1日施行 令和4年4月1日施行 令和5年10月1日施行

・対象建材の拡大
・作業基準、罰則の拡大

・石綿含有の事前調査   
・事前調査結果の都道府県等への報告

・建築物の事前調査を
行う者の資格要件

アスベスト除去市場の取り込み元請顧客への接点拡大

原則すべての解体・改修工事が事前調査の対象

㈱矢澤のグループ会社化
アスベスト除去技術の内製化

出典：社会資本整備審議会建築分科会ア
スベスト対策部会(第6回)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
棟数

アスベスト含有民間建築物
年度別解体棟数(推計)

1989 1998 2008 2018 2028 2038 2048 2058
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PCB含有塗膜の市場規模(推計)

PCB含有塗膜の調査対象

昭和41年～昭和49年までに建設又は塗装の塗替えが行われた調査対象施設の内、
PCB塗膜の適正処理が必要となるものは約900億円(全体の1％)程度と推計され、
今後民間の調査により需要の拡大が見込まれます。

PCB含有塗膜の現状

昭和41年～昭和49年までに建設又は塗装の塗替えが
行われ、屋外に設置されたものが調査対象

化学プラント 石油貯蔵タンク

ガスタンク 橋梁

※上記以外に、洞門・排水機場・水門・船舶も対象

環境省による調査対象施設数の把握は地方自治体の保有
する公共構造物に偏りが見られ、民間構造物については
今後増加するものと考えられます。

調査済み対象施設については、全体の1％程度が
適正処理が必要となる5,000mg/kg超のPCB濃度
との結果が得られていることから、民間対象施設に
関しても同水準の対象施設が適正処理の必要性が
出てくるものと推測されます。

出典：環境省 PCB含有塗膜調査について

排水機場
ダム・水門

13.2％

橋梁
82.0％

タンク
1.7％

洞門
0.6％

船舶
0.5％

その他
1.9％
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ブラストマシンによるPCB含有塗膜剥離
球形ガスホルダーの解体時における表面塗装剥離作業において、三谷産業㈱と業務提携契約を
締結しました。三谷産業㈱の保有するショットブラスト（表面塗装剥離）技術と当社の解体 
技術の融合により、除去が困難なPCB含有塗膜を安全に除去する技術を確立し、持続可能な 
社会の実現に貢献してまいります。

飛散防止

ブラストマシンによる有害物の適正処理ステップ

ショットブラスト
表面処理 ロボット

による
ブラスト施工

球形ガスホルダー（上半球ブラスト済み） 三谷産業ブラストマシーンによる剥離 職人によるブラスト剥離
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土壌汚染の調査・対策に関する受注高推移

※土壌汚染とは、土壌が有害物質（重金属、揮発性有機化合物、薬品および油等）に汚染されることです。使用を廃止した
有害物質使用特定施設に係る工場等の土地所有者は、指定機関に調査させ、土壌汚染の無害化が義務付けられています。

土壌汚染対策工事
当社が解体するプラントは対象敷地面積が広大であり、土壌汚染に対し適切な
処理が求められております。今後設備の更新・廃止措置に伴う同法対策工事が
多く発生するものと考えています。

(億円) 
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土対法施行 土対法改正

産業別事業所敷地面積比較

出典：(社)土壌環境センター 
「土壌汚染状況調査・対策」に関する実態調査結果(令和3年度)

輸送用機械器具
鉄鋼業

化学工業
食料品

窯業・土石製品
金属製品

生産用機械器具
プラスチック製品

パルプ・紙・紙加工品
電気機械器具

非鉄金属
はん用機械器具

電子部品・デバイス・電子回路
石油製品・石炭製品

繊維工業
飲料・たばこ・飼料

業務用機械器具
木材・木製品

ゴム製品
印刷・同関連産業

その他製造業
情報通信機械器具

家具・装備品
なめし革・同製品・毛皮

出典：経済産業省 工業統計調査 産業別統計表(2020)

土対法施行以降、市場規模は底堅く推移
鉄鋼業

化学工業

石油製品・石炭製品



Copyright © BESTERRA CO., LTD All rights reserved. 31

拠点の充実

京浜事務所九州事務所

倉敷事務所

仙台
（検討中）

売上高
974
百万円

・西日本を拡充
・フロー型からストック型へ

千葉事務所

西日本事務所

売上高
4,287
百万円 売上高

2,500
百万円

売上高
3,134
百万円

売上高
672
百万円

※売上高は2025/1期の実績値

大阪
（検討中）

名古屋
（検討中）

西日本地区

その他地区

千葉地区

京浜地区

ストック型（顧客からの継続的な受注案件、同一構内常駐工事）の受注獲得を目指
すため、2025年１月期では倉敷・九州事務所などの拡充を進めています。

東京本社

北海道
（検討中）

大分
（検討中）

山口
（検討中）
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協業先企業との連携強化

当社がプラットフォームとなり、各社が互いの強みを活かした提携を
進めることで、廃止措置関連ビジネスのための仕組みを作ります。

廃止措置関連
ビジネス

・ダイヤモンド、ウォーター
ジェット工法技術提供

・高い工事施工品質

※株式会社日立プラントコンストラクションとは2018年7月6日に業務提携を発表しております。

他提携先

・原子力発電設備（廃止措置・改修他）の営業/現場管理/工事
・大型バンドソー等の工事技術による解体作業
・放射線管理

プラント解体技術のプラットフォーム

※第一カッター興業株式会社とは2018年9月7日に、リバーホールディングス株式会社とは2019年9月3日に、業務提携を発表
しております。

・マテリアルリサイクル
（静脈）メジャー
・産業廃棄物処理
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2. モデリング/図面化1. 3D計測/点群データ化

点群データをもとに
点群ソフトウェアや
3D CADで3Dモデ
ル化を行います。

現地にて3Dレーザー計測を行い、点群データ
を作成します。

3D CADデータから図面化
を行います。

3D計測 モデリング

点群データ化

図面化

複数個所から計測した
点群データを合成し、
ノイズを除去した使い
易いデータにします。

建設時（30年以上前）の紙データを最新鋭の３Ｄデータに変換することにより、
工程が｢視える化」された解体工事を提供してまいります。

3D計測、モデリング（設計・施工業務の変革）
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プラント・工場設備に設置され重量物や部品の運搬等に用いられる天井クレーンの
定期的な検査を効率的に行うため、クレーンレール上を自走し検査を行うロボット
を㈱イクシスと共同開発しました。

クレーンレール検査ロボット（検査手法の変革）

天井クレーンは、経年劣化等により歪み
が発生し、放置すれば重大な事故につな
がります。そのため、労働安全衛生法の
クレーン等安全規則は、クレーン設置企
業に年１回および１ヶ月に１回の自主検
査を義務付けております。

クレーンレール検査の重要性

クレーンレール測定ロボット
「診レール」

検査
ロボット

・作業員が事故に遭う危険が少ない
・常に正確かつ精密なデータを取得
・検査は短時間であり、空き時間に点検可能

従来の
検査方法

・作業員が天井に上るため、事故の危険あり
・目視での確認のため、ムラが生じる
・工場の稼働を止めるため、機会損失が発生

導入のメリット

市場規模

約300億円
（自社試算）

み
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配当方針
2026年１月期は、株主還元の一層の充実を目的として、当初10円の増配に加え
記念配当10円を更に上乗せした20円の増配予定へ修正し、今期の年間配当は40円
（配当性向約65.5％）を予定しております。
また、当社では普通配当について累進配当を基本方針としております。

0

10.0

30.0

単位: 円

13.3 15.0 15.0

記念配当

2019年
1月期

2016年
1月期

2017年
1月期

2018年
1月期

※配当額は、株式分割後の金額で計算しております。（2016年2月1日に1：2、2017年2月1日に1：3の株式分割を実施）

2020年
1月期

2021年
1月期

2022年
1月期

2023年
1月期

2024年
1月期

16.0 16.0 16.0
20.0 20.0

2025年
1月期

20.0
15.0

配当金額DOE

6.9％
5.2％ 5.5％ 5.0％ 5.1％ 5.1％

3.9％ 3.9％ 3.9％ 3.8％

20.0

0

3.0％

9.0％

6.0％

・より資本コストを意識した経営指標として、株主資本※を基準としたDOEを採用
・配当性向40％、DOE3.5％以上を目安とする（ROEは13％以上を目標）

※その他の資本の構成要素（有価証券評価差額、為替換算調整勘定 他）を除く。

2026年
1月期（予想）

DOE・配当金額の推移
40.0

普通配当
30.0

記念配当
（上場10周年）

10.0

6.6％
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保有株式数 株主優待内容
(1point≒1円) 配当利回り 優待利回り 総合利回り

500株～ 3,000point

3.57％

0.54％ 4.11％
600株～ 5,000point 0.74％ 4.32％
800株～ 10,000point 1.12％ 4.69％
900株～ 15,000point 1.49％ 5.06％
1,000株～ 30,000point 2.68％ 6.26％
5,000株～ 40,000point 0.71％ 4.29％

株主還元
株主優待

※優待の総合利回りのピークポイントが1,000株になるように設計
※利回りは2025年7月31日時点の株価（1,119円）より算出

※

※写真はイメージです。また、優待商品は変更になる場合がございます。

【優待商品の例】■内容
「ベステラ・プレミアム優待倶楽部」サイトにおいて、
食品、銘酒、電化製品、雑貨など約5,000種類の
優待商品からお好きな商品や、他のプレミアム
優待倶楽部導入企業の優待ポイントと合算が可能
な共通株主優待コインと交換可能
■対象となる株主様
毎年1月31日現在の株主名簿に記載された
5単元（500株）以上をご所有の株主様
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東証プライム（証券コード：１４３３）

Leading the Future
中期経営計画 2030
― プラント解体・業界の

リーディングカンパニーへ―
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ベステラが目指すもの ～なぜ成長を目指すのか～

Our Purpose 地球環境への貢献

Our 長期Vision 循環型社会への貢献

Our Opportunity 巨大な市場と独自の強み

Our Originality 50年の歴史が培った資産

ベステラ固有のポジションだからこそ、地球環境への貢献に道筋がある
その実現には質・量ともに成長が欠かせない

当社の存在価値は、企業理念である「柔軟な発想と創造性、それを活かし
た技術力により地球環境 に貢献します」という一文に集約されています。

解体は静脈産業の入口のポジションであり、再資源化のスタートライ
ンです。解体で出るモノを次の価値を生む資源と捉え、静脈産業の企
業と連携し、循環型社会の実現に貢献していきます。

１兆円規模の需要に対して、突出したプレイヤーのいない市場にあ
って、他社にはない強みを持つ当社には大きな機会があります。

「壊すことを、美しく。」の哲学の下、斬新な解体工法や特
許工法などを数多く開発。持たざる経営を推進し、「壊すこ
とを考える会社」として、唯一無二のポジションを形成。

Our 中期Vision 解体業界のリーディングカンパニー
規模だけでなく、技術力・人材・倫理観など解体業界の指針となる企
業を目指します。「インフラ老朽化」「カーボンニュートラル」「人
口減による建設業人材の減少」など社会課題に対して、解体業界を牽
引し、その地位向上を図る存在となります。

中期経営計画2030
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「中計経営計画2030」の位置づけ

前中計 新中計 次期中計
以降

事業の多角化 コア事業集中 コア事業を軸とした
周辺事業への拡大

売上100億達成を
目指し利益より
規模拡大を優先

売上300億達成
営業利益率10％以上

ROE20％以上 
売上1,000億の
企業グループへ

解体業界のリーディングカンパニーとしての基盤を確立します。

非連続的な企業成長（海外進出、M&A、業務提携等）

オーガニック企業成長（豊富な解体ニーズの取込）
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解体業界の
リーディング
カンパニー

公の器

中期VISON ～解体業界のリーディングカンパニーへ～

質の追求

量の追求

将来へ

循環型社会
への貢献

静脈産業連携

圧倒的な技術力・魅力のある人材・環境負荷・安全性などのあら
ゆる面において解体業界の指針となる企業を目指します。

業界No.1の売上・市場シェアを確保し、フラッグシップカンパニ
ーの地位確立を目指します。

質・量ともに解体業界のリーディングカンパニーとしての総合力
を備え、解体業界を牽引し、循環型社会へ貢献していきます。

企業規模だけでなく、技術力・人材・倫理観など解体業界の指針となる総合力を
備えた企業を目指します。
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長期VISION ～循環型社会への貢献～
可能な限り早く【売上1,000億円】【利益100億円】を目指し、
循環型社会へ貢献していきます。

基盤確立期 転換期 第二の基盤確立期

単位: 百万円

0

5,000

10,000

15,000

20,000

100,000

2023年
1月期

2024年
1月期

営業利益
100億円

目指す姿

次世代技術の確立
（情報化施工等）

成長戦略に
舵を切る

2025年
1月期

2026年
1月期

2027年
1月期

2028年
1月期

9,394
10,897

12,000

2029年
1月期

2030年
1月期

25,000

30,000

35,000

2031年
1月期

30,000

解体のリーディングカンパニー
としての基盤確立

静脈産業連携
グローバル展開
グループ展開

～

売上高
1,000億円

リーディング
カンパニーへ

循環型社会
への貢献

解体業界の
地位向上
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「中期経営計画2030」エグゼクティブサマリー

成長目標

基本方針 量的拡大と質的充実を同時に追求し、
解体業界のリーディングカンパニーの基盤を確立します

2031年1月期

重点施策

売上高
300億円

５年で約３倍
300億円へ

営業利益
33億円

スケールメリットを
活かし、33億円（営
業利益率11％）の高

収益体質を確立

ＲОＥ
20％以上

資本効率を徹底し、
20％以上を目指す

１．脱炭素解体Ⓡの工法開発とAI活用による競争力の強化
創造性とAIを融合させた新工法開発と特許出願により、業界をリードする技
術ブランドを確立します。

質
の追求

量
の追求

将来
への布石

３．海外市場探索と将来展開への基盤整備
有望市場での調査と協業探索を進め、将来の成長ドライバーとなる海外展開
の基盤を築きます。

２．プラント集積地域への拠点拡大による成長加速
プラント集積地域への拠点拡大により、受注力とストック収益を最大化し、持
続的な成長基盤を構築します。
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重点施策１．脱炭素解体Ⓡの工法開発とAI活用による競争力の強化

プラント専業の解体に特化して得られたプラント設備に関する知見と解体工法に関するノウハ
ウをAIを活用し形式知化します。

技術研究 工法開発
形式知化されたノウハウ、従業員の創造性、ＡＩを融合させ、新たに独自の解体工法を開
発します。

ベステラの知見・ノウハウ
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重点施策１．脱炭素解体Ⓡの工法開発とAI活用による競争力の強化

独自の安全基準とテクノロジーにAIを組み合わせ、リスク予測や施工管理を高度化し、事業
規模拡大下でも品質と安全を確保します。

データ利活用
安全管理・物量計算

工法提案

AIカメラによる
不安全行動検知

パーソナライズ型
AIチャットボット

AIカメラによる
物量算出

AIを利用した開発テーマ
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重点施策１．脱炭素解体Ⓡの工法開発とAI活用による競争力の強化

AIを全ての業務へ

知財管理の推進
AIを活用した技術研究・工法開発の推進によって生まれた工法・技術については、特許出願を積極的
に推進していきます。

独自の工法・技術がベステラの競合優位性を高め
、質的に業界のリーディングカンパニーとしての基盤
に繋がっていきます。

AIによる業務効率化を進め、より創造性の高い業務や、人でしか実現できない、関係性から生まれる
高いアウトプットを実現する基盤を整備します。

「AI組み込み隊」として、日常業務にAIエージェント
等の技術をカスタマイズする人材を配置し、細かく
大量にAI実装を進めていきます。

生まれた成果を知的財産として体系化し、特許出願を積極的に推進し、業界をリードする
技術ブランドを確立します。
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重点施策2．プラント集積地域への拠点拡大による成長加速

京浜事務所
九州事務所

倉敷事務所

千葉事務所
西日本（福山）事務所 東京本社

：拠点展開検討地域

：既存拠点

受注最大化に向けた営業戦略と拠点拡大
業界動向・地域特性・設備状況を踏まえたマーケット分析に基づき、営業戦略と体制を構
築します。

大阪、名古屋などの都市部をはじめプラント集積地域を中心に、新たな営業拠点を開設し、
全国展開を加速。売上規模の最大化を目指し、工事拠点の拡充により、継続的な案件獲
得とストック収益の拡大を実現します。

大阪

宮城

山口
愛知

北海道

大分
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重点施策2．プラント集積地域への拠点拡大による成長加速

社員総会で行動指針を共有

経営層・管理職合同研修

拠点体制整備・マネジメント強化とカルチャー浸透
地域拠点の組織機能と本社サポート機能を最適化し、適切な権限付与を通じて規模拡大
に対応する組織力を強化、拠点マネジメントの強化とカルチャー浸透施策を推進します。

階層化と機能分化
による専門化

拠点展開による拡充
と適切な権限付与

前中計 中期経営計画
2030
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重点施策2．プラント集積地域への拠点拡大による成長加速

当社がプラットフォームとなり、各社が互いの強みを活かした体制を
整備し、質の高いプラント解体工事を提供します。

・コンプライアンスの遵守
・環境への配慮と適正処理
・情報公開と事業の透明性
・適切な処理施設
・財務体質の健全性

協力会社ネットワークと調達機能の強化
• 売上拡大に合わせ、協力会社の全国ネットワークを拡充・強化します。
• 外注戦略や購買機能を進化させ、競争力と収益性の向上を実現します。

専門工事会社

協力会社ネットワーク

・コンプライアンスの遵守
・透明性の高い取引
・優れたリサイクル技術
・高い処理能力と適正性
・情報公開と事業の透明性

産廃事業者 スクラップ事業者
・高い技術力と専門性
・厳格な品質管理
・コンプライアンスの遵守
・確実な工程管理
・柔軟な対応力
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重点施策3．海外市場探索と将来展開への基盤整備
日本を取り巻く海外の解体・静脈産業の市場動向
国内市場と同様に、日本を取り巻く海外市場においても解体および静脈産業（リ
サイクル・廃棄物処理）の市場は大きく動いており、世界の解体・廃棄物処理市
場は急速に拡大していくと見込まれます。
海外マーケットの動向

高炉 鉄鉱石と石炭が主原料

電炉 鉄スクラップが主原料

複数の調査で今後10年間で世界の解体市場規模は、1.5倍から
２倍程度に拡大すると見込まれています。
・インフラの老朽化 ・都市再開発
・環境規制の強化（廃棄物処理適正化）
・産業構造の変化（脱炭素化）
プラント解体市場においても同様に拡大していくと考えられま
す。

競合の状況アジア太平洋地域の特徴
世界の解体市場の中でも、アジア太平洋地域が最も高い成長率
で拡大していくと予測されています。
・高い経済成長率と急速な都市化
・大規模なインフラプロジェクト
・豊富な労働力と安価な労働コスト
・産業施設の解体・転換（法規制の強化、エネルギーシフト）
豊富な労働力を活用し、大規模なプロジェクトを短工期・低コ
ストで完遂させる地域特性があります。

1.5倍～
2倍へ

今後10年の
市場規模

鉄源確保
競争激化

海外動向が日本国内市場に与える影響として、世界最大規模
の鉄鋼生産国である中国の高炉から電炉へのシフトにより、
中国系スクラップ会社の解体市場への参入が懸念されます。
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重点施策3．海外市場探索と将来展開への基盤整備
対象国を特定してのフィージビリティスタディ実施
海外進出の足掛かりとして、まずはシンガポールおよび韓国でプラント解体ニーズと
現地国における解体工法、工期、コスト、有価物の扱い等を調査・知見を蓄積します。

シンガポール

韓国

東南アジア最大の化学・エネルギ
ー産業の集積地であるジュロン島
が位置するシンガポールでは、狭
い国土に数多くのプラントが存在
しており、保守作業や将来的な撤
去・解体作業の需要が拡大すると
見込まれます。

1960年代後半から重化学工業を
中心に急速に経済発展を遂げた韓
国では、日本同様に火力発電所や
石油・石油化学プラントが多数存
在しており、将来的なプラント解
体の需要が拡大すると見込まれま
す。

現地パートナー企業と関係構築・協業を模索、進出準備を進めます。
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重点施策３．海外市場探索と将来展開への基盤整備

メーカー系

総合重工業

プラント
専業大手

エンジニア
リング会社

既存顧客を含む、日系企業の海外プラントに対するアプローチ
既存顧客とのネットワークを活用し、海外プラントを所有する日系企業を対象に、実
態調査・ニーズ把握を行い受注機会や協業可能性を探索し、新たな受注ルートを開拓しま
す。

既存顧客や
商社系営業顧問の
ネットワークを活用

現地パートナー企業を開拓、信頼基盤を構築し、日本のプラント解体技術およ
び海外の解体技術の融合を図ります。
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海外プラントへのビジネス展開

海外プラントへの解体ビジネス展開において、ＤＥＮＺＡＩ株式会社との間で、  
戦略的パートナーシップ提携の契約締結について合意しました。両社相互協力の
もと、海外のプラント市場の取り込みを強化し、さらなる事業拡大を目指します。

重点施策３．海外市場探索と将来展開への基盤整備

DENZAIグループについて
日本国内最大級の重量物輸送・重機建設会社グループであり、DENZAI株式会社はグループの持株事業統括会社。
日本各地にグループ会社11社、シンガポールに海外統括本社を構え、日本を含め世界13カ国（シンガポール・台湾
・バングラデシュ・デンマーク・ベトナム・韓国・インド・UAE・タイ・フィリピン・サウジアラビア・アメリカ)
に拠点を開設し、グローバルに事業を展開。

プライムムーバー（風車タワー輸送） クレーン（洋上風車組み立て） シンガポール本社
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定量目標 KPI
2025/1月期

実績
2026/1月期

見込
2027/1月期

計画
2028年1月期

計画
2029年1月期

計画
2030年1月期

計画
2031年1月期

計画

売上高 10,897 12,000 14,000 17,000 20,000 24,500 30,000

営業利益 373 700 1,200 1,600 2,000 2,600 3,300

営業利益率 3.4% 5.8% 8.5% 9.4% 10.0% 10.6% 11.0%

ＥＰＳ 46円 61円 86円 114円 144円 187円 238円

ＲＯＥ 9.2％ 11.0％ 15.0％ 17.0％ 18.0％ 19.0％ 20.0％

工事監督数 77人 92人 105人 126人 145人 172人 205人

単位: 百万円
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財務戦略（キャッシュアロケーション）

キャッシュイン

・企業価値最大化のため、成長投資、技術投資へ積極的に配分します。
・ROEの向上と安定的な累進配当を実施し、魅力ある株主還元を進めます。

企業成長に向けた成長投資
オーガニック成長投資
・技術力向上への積極投資
脱炭素解体🄬🄬、特許工法解体工法の
実証実験、内製化
AI技術開発投資、システム投資
・全国対応、事務所の拡充
大阪、四日市等、プラント集積地域
への積極出店
・人的資本への投資
優秀な人材の獲得、教育整備、待遇
向上への投資

成長に資する非連続的成長投資
海外進出、M&A、事業提携 等
魅力的な株主還元の実施
・累進配当、配当性向40％目安
・DOE3.5％以上
収益性向上（ROE20％以上）による
安定的な株主還元の実施

キャッシュアウト

営業キャッシュフロー

約75億円

有利子負債（借入）

資産圧縮等

約15億円

非連続的成長投資 α億円

オーガニック
成長投資

株主還元

約5０億円

約30億円

中期経営計画（2027-2031）期間の累計
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資本コストを意識した経営

・全国対応、事務所拡充による売上規模の最大化
・工事監督の採用強化による受注体制強化
・利益率向上施策の実施、不採算案件からの撤退
・コストの最適化、調達機能の強化
・AI活用による顧客提供価値の最大化
・独自工法の開発、脱炭素化率の見積書明示
・海外マーケットの調査、進出

・解体技術、特許等の知的財産を活用したサステナ
(ビリティ経営の推進
・人的資本経営の推進による事業基盤の強化
・IR活動強化による情報の非対称性解消
・ガバナンス体制、リスク管理体制の強化により
(不祥事発生等による株価変動リスクを軽減

成
長
戦
略

財
務
戦
略

非
財
務
戦
略

「中期経営計画2030」の推進

エクイティ・    
スプレッドの

最大化を目指す   

・政策保有株式の縮減
・有利子負債の活用（ROIC、ROEの向上）
・魅力的な株主還元の実施（DOEの向上）

株主資本コスト
の減少

適切な情報開示

事業リスクの低減

当期純利益率   
の向上

総資産回転率
の向上

財務レバレッジ
の向上

継続的な
ROEの向上
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本資料についてのご留意事項

・ 本資料は、金融商品取引法上のディスクロージャー資料ではなく、
その情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

・ 本資料に記載されている将来の予測等は現時点で入手された情報
に基づくものであり、市況、競合状況等、多くの不確実な要因を
受けます。

・ 本資料のみに依拠して投資判断されますことはお控え下さいます
ようお願いします。

・ 本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切
責任を負いません。

・ 本資料に関する著作権、商標権その他すべての知的財産権は当社
に帰属します。
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